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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】
　平成28年11月７日付をもって提出した有価証券届出書及び平成28年11月15日付をもって提出した有価証券届出書の訂

正届出書の記載事項のうち、平成28年11月29日に有価証券報告書（第30期事業年度）及び臨時報告書を提出したことに

伴い、「第三部　追完情報」及び「第四部　組込情報」の記載事項を訂正するため、有価証券届出書の訂正届出書を提

出するものであります。

 

２【訂正事項】
第三部　追完情報

第四部　組込情報

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿罫で示しております。
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第三部【追完情報】
　　（訂正前）

１　事業等のリスクについて

　後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書及び四半期報告書（以下「有価証券報告書等」という。）の提

出日以後本有価証券届出書提出日（平成28年11月７日）までの間において、当該有価証券報告書等に記載された「事

業等のリスク」について変更及び追加がありました。

　以下の内容は当該「事業等のリスク」を一括して記載したものであり、変更及び追加箇所については＿＿＿罫で示

しております。

　なお、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は、以下の「事業等のリス

ク」に記載されたものを除き、本有価証券届出書提出日（平成28年11月７日）現在においてもその判断に変更はな

く、また新たに記載する将来に関する事項もありません。

＜中略＞

 

２　設備計画の変更

　後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書（第29期事業年度）「第一部　企業情報　第３　設備の状況　

３　設備の新設、除却等の計画　(1）重要な設備の新設等」については、本有価証券届出書提出日（平成28年11月７

日）現在（ただし、既支払額については平成28年９月30日現在）、以下のとおりとなっております。

＜中略＞

 

３　臨時報告書の提出

＜中略＞

 

４　資本金の増減

＜中略＞

 

５　最近の業績の概要

＜後略＞

 

　　（訂正後）

１　事業等のリスクについて

　後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書（以下「有価証券報告書」という。）の提出日以後本有価証券

届出書の訂正届出書提出日（平成28年11月29日）までの間において、当該有価証券報告書に記載された「事業等のリ

スク」について生じた変更その他の事由はありません。

　なお、当該有価証券報告書には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は、本有価証券届出書の訂正

届出書提出日（平成28年11月29日）現在においてもその判断に変更はなく、また新たに記載する将来に関する事項も

ありません。

 

中略部分全削除

 

２　設備計画の変更

　後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書（第30期事業年度）「第一部　企業情報　第３　設備の状況　

３　設備の新設、除却等の計画　(1）重要な設備の新設等」については、本有価証券届出書の訂正届出書提出日（平

成28年11月29日）現在（ただし、既支払額については平成28年９月30日現在）、以下のとおりとなっております。

＜中略＞
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３　臨時報告書の提出

中略部分を以下のとおり差し替え

 

　平成28年11月29日開催の当社第30期定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第24

条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、平成28年11月29日に

臨時報告書を提出しております。

　当該臨時報告書の報告内容は下記のとおりであります。

(1）当該株主総会が開催された日

平成28年11月29日

 

(2）当該決議事項の内容

第１号議案　定款一部変更の件

①　監査等委員会設置会社への移行に必要な、監査等委員に関する規定の新設並びに監査役会

及び監査役に関する規定の削除等、必要な変更。

②　取締役の責任免除に関する規定を新設。

③　改正会社法に基づき、責任限定契約を締結できる取締役の範囲の変更。

④　その他、①～③の各変更に伴う所要の変更。

 

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。）として、石川諭、北山善也、細田和明、千葉啓一

及び古田利雄を選任する。

 

第３号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

監査等委員である取締役として、佐々木稔郎、富田直也、金田政則を選任する。

 

第４号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

補欠の監査等委員である取締役として、佐久間幸司を選任する。

 

第５号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額設定の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額を、年額２億円以内（うち社外取締

役分は２千万円以内）と定める。

なお、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額には使用人兼務取締役の使用

人分給与は含まないものとする。

 

第６号議案　監査等委員である取締役の報酬等の額設定の件

監査等委員である取締役の報酬等の額を年額５千万円以内と定める。
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(3）当該決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるため

の要件並びに当該決議の結果

決議事項 賛成（個） 反対（個） 棄権（個） 可決要件
決議の結果

（賛成の割合）

第１号議案 115,404 85 0 （注１）
可決

（98.64％）

第２号議案    （注２）  

石川　諭 115,393 94 0  
可決

（98.63％）

北山　善也 115,397 90 0  
可決

（98.63％）

細田　和明 115,397 90 0  
可決

（98.63％）

千葉　啓一 115,397 90 0  
可決

（98.63％）

古田　利雄 114,395 1,092 0  
可決

（97.77％）

第３号議案    （注２）  

佐々木　稔郎 115,388 101 0  
可決

（98.62％）

富田　直也 115,381 108 0  
可決

（98.62％）

金田　政則 115,142 347 0  
可決

（98.41％）

第４号議案 115,217 272 0 （注２）
可決

（98.48％）

第５号議案 115,286 203 0 （注２）
可決

（98.54％）

第６号議案 115,292 197 0 （注２）
可決

（98.54％）

（注１）　議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主の出席及び出席した当該株主の議

決権の３分の２の賛成であります。

（注２）　議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主の出席及び出席した当該株主の議

決権の過半数の賛成であります。

 

(4）議決権の数に株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

　本総会前日までの事前行使及び当日出席の一部の株主から各議案の賛否に関して確認できた議決権の数を合

計したことにより可決要件を満たし、会社法上適法に決議が成立したため、本株主総会当日出席の株主のう

ち、賛成、反対及び棄権の確認のできていない議決権の数は加算しておりません。

 

「４　資本金の増減」の全文削除

 

「５　最近の業績の概要」の全文削除
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第四部【組込情報】
　　（訂正前）

　次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

有価証券報告書
事業年度
（第29期）

自　平成26年９月１日
至　平成27年８月31日

平成27年11月27日
関東財務局長に提出

四半期報告書
事業年度

（第30期第３四半期）
自　平成28年３月１日
至　平成28年５月31日

平成28年７月14日
関東財務局長に提出

＜後略＞

 

　　（訂正後）

　次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

有価証券報告書
事業年度
（第30期）

自　平成27年９月１日
至　平成28年８月31日

平成28年11月29日
関東財務局長に提出

＜後略＞
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

 平成28年11月29日

株式会社トランザクション  

 取締役会　御中 

 

 有限責任　あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 池田　敬二　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 神宮　厚彦　　㊞

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社トランザクションの平成27年９月１日から平成28年８月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社トランザクション及び連結子会社の平成28年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

強調事項

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成28年11月７日開催の取締役会において、公募及び第三者割当に

よる新株式発行並びに株式の売出しを行うことを決議し、公募による新株式発行については、平成28年11月22日に払込が

完了している。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 

EDINET提出書類

株式会社トランザクション(E24753)

訂正有価証券届出書（組込方式）

7/9



＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社トランザクションの

平成28年８月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、株式会社トランザクションが平成28年８月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 平成28年11月29日

株式会社トランザクション  

 取締役会　御中 

 

 有限責任　あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 池田　敬二　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 神宮　厚彦　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる株式会社トランザクションの平成27年９月１日から平成28年８月31日までの第30期事業年度の財務諸表、すなわち、
貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行っ
た。
 
財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに
ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、
当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査
法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務
諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。
また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査意見
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社
トランザクションの平成28年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。
 
強調事項
　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成28年11月７日開催の取締役会において、公募及び第三者割当に
よる新株式発行並びに株式の売出しを行うことを決議し、公募による新株式発行については、平成28年11月22日に払込が
完了している。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出
会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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